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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第74期

第１四半期
連結累計期間

第75期
第１四半期
連結累計期間

第74期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 (百万円) 39,209 35,494 150,808

経常利益 (百万円) 477 677 1,173

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
(百万円) 227 430 1,238

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 69 522 846

純資産額 (百万円) 20,179 20,918 20,603

総資産額 (百万円) 50,881 46,918 47,502

１株当たり四半期（当期）純利

益
(円) 110.51 209.47 602.89

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 39.7 44.6 43.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △240 354 2,160

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △565 △60 △161

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 767 △351 △2,029

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
(百万円) 246 196 253

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．株主資本において自己株式として計上している「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式を、「１株当

たり四半期（当期）純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の新たな変異株による感染拡大

の影響は残るものの、活動制限の緩和で緩やかな景気回復の兆しが見られました。しかしながら、原材料価格の

高騰や円安の進行などによる影響もあり、依然として先行き不透明な状況にあります。

このような状況下において、当社グループの営業活動におきましては、Withコロナとしての新しいライフスタ

イルへの変化や全カテゴリーにおける商品価格値上げなどによる消費者の購買行動の変化やお得意先様のSNS活用

などの販促手段の変化に合わせた最適な店頭改善提案などのサポート強化を図りました。また、一方で生産性向

上や販売費及び一般管理費の削減などにより、利益率の改善を進めた結果、営業利益は増益となりました。売上

高減少については、経営資源の選択と集中を進める目的で前期に連結子会社の株式を譲渡した結果が反映されて

おります。当社グループは、引き続き新しい価値を提供するマーケティング＆セールス活動を一層強化するとと

もに、抜本的な収益改善の努力を一層加速してまいります。

 

こうした中、当社グループは「生活文化の洗練とこどもたちの健やかな未来の実現」をグループの「パーパ

ス」として掲げ、一体感を持って価値創出に努める決意を新たにしております。当社グループのコアバリューで

ある「お陰様で…」の精神に則り、社会への貢献の気持ちを大切にしながら一層の業績向上に努めてまいりま

す。

2019年３月期を初年度とするグループ中期経営計画（～2023年３月期）の３つの重点戦略に引き続き注力して

まいります。

 

 

１）当社グループ全体に対する戦略的マネジメントの強化

新ビジョンの実現のため、グループ全体の経営戦略立案と戦略的支援並びにモニタリング機能充実のための組

織体制の再構築と強化を推進しております。

 

２）デザインマネジメントによる新しいビジネスモデルを通じた事業構造と収益構造の変革

以下の５点を重点施策として事業構造と収益構造の変革を加速化します。

①メーカー事業の体制強化のための積極的投資

②卸売事業の付加価値向上のための構造転換

③差別化のためのイノベーションを生み出す企業文化の創出

④ITによる生産性向上

⑤キャッシュ・フロー経営の徹底

 

３）次世代リーダーの育成と強化

新ビジョンの実現を具現化するために人材がもっとも重要な経営資源であるという基本的な考えから、戦略的

人材マネジメントを強力に推進し、将来の経営の中核となる人材をはじめ、マネジャー層、若手社員の育成・採

用に注力しております。
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以上の結果、子会社５社を含めた当第１四半期連結累計期間の売上高は354億９千４百万円（前年同期比37億

１千５百万円の減少）、営業利益は６億５千１百万円（前年同期比１億８千８百万円の増加）、経常利益は６億

７千７百万円（前年同期比１億９千９百万円の増加）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億３千万円（前

年同期比２億３百万円の増加）となりました。

 

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

①日用雑貨事業におきまして、売上高は354億６百万円（前年同期比37億１千６百万円の減少）、営業利益は

６億７千７百万円（前年同期比１億９千４百万円の増加）となりました。

②不動産賃貸事業におきまして、売上高は８千７百万円（前年同期比０百万円の増加）、営業利益は８百万円

（前年同期比５百万円の減少）となりました。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

資産合計は、前連結会計年度末比５億８千４百万円減少し、469億１千８百万円となりました。これは主とし

て、商品及び製品が２億１百万円、仕掛品が１億８百万円、流動資産のその他に含まれる立替金が４億円それぞ

れ減少し、投資有価証券が１億８千万円増加したことによるものであります。

 

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末比８億９千９百万円減少し、260億円となりました。これは主として、支払手

形及び買掛金が１億３千８百万円、短期借入金が１億５千万円、未払法人税等が２億７千４百万円、賞与引当金

が１億２千６百万円、流動負債のその他に含まれる未払金が２億８百万円それぞれ減少したことによるものであ

ります。

 

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末比３億１千５百万円増加し、209億１千８百万円となりました。これは主と

して、親会社株主に帰属する四半期純利益４億３千万円及び剰余金の配当２億７百万円により、利益剰余金が２

億２千３百万円、その他有価証券評価差額金が１億１千９百万円それぞれ増加したことによるものであります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は、１億９千６百万円（前年同期比４千９百万

円の減少）となりました。

当第１四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、３億５千４百万円の収入（前年同期は２億４千万円の支出）となりま

した。収入の主な要因は、税金等調整前四半期純利益６億７千７百万円、減価償却費１億２千４百万円、棚卸資

産の減少額３億３千４百万円であります。支出の主な要因は、賞与引当金の減少額１億２千６百万円、仕入債務

の減少額１億３千８百万円、法人税等の支払額５億２千６百万円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、６千万円の支出（前年同期比５億５百万円の減少）となりました。支

出の主な要因は、有形固定資産の取得による支出１千４百万円、無形固定資産の取得による支出３千６百万円、

投資有価証券の取得による支出１千万円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、３億５千１百万円の支出（前年同期は７億６千７百万円の収入）とな

りました。支出の主な要因は、短期借入金の減少額１億５千万円、配当金の支払額１億９千８百万円でありま

す。
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（４）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

 

（６）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,800,000

計 9,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,461,848 2,461,848
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株

であります。

計 2,461,848 2,461,848 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2022年４月１日～

　　2022年６月30日
－ 2,461,848 － 1,608 － 1,321

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
株主としての権利内容に

制限のない標準となる株式普通株式 390,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,063,900 20,639 同上

単元未満株式 普通株式 7,748 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  2,461,848 － －

総株主の議決権  － 20,639 －

（注）１．完全議決権株式（その他）欄の普通株式には、「株式給付信託（BBT)」制度の信託財産として保有する当社

株式17,000株（議決権個数170個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式42株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

CBグループマネジメント㈱

東京都港区南青山

二丁目２番３号
390,200 － 390,200 15.85

計 － 390,200 － 390,200 15.85

（注）「株式給付信託（BBT)」制度の信託財産として保有する当社株式17,000株は、上記の自己株式に含まれておりま

せん。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 253 196

受取手形、売掛金及び契約資産 22,666 22,690

商品及び製品 7,757 7,555

仕掛品 352 243

原材料及び貯蔵品 176 153

未収入金 2,006 1,949

その他 610 331

貸倒引当金 △101 △104

流動資産合計 33,721 33,016

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,665 2,618

土地 3,654 3,654

その他（純額） 573 585

有形固定資産合計 6,893 6,858

無形固定資産   

その他 459 453

無形固定資産合計 459 453

投資その他の資産   

投資有価証券 3,615 3,796

退職給付に係る資産 441 417

繰延税金資産 357 363

その他 2,056 2,056

貸倒引当金 △43 △42

投資その他の資産合計 6,428 6,590

固定資産合計 13,781 13,902

資産合計 47,502 46,918
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,424 13,285

短期借入金 5,600 5,450

未払法人税等 352 78

未払事業所税 25 7

賞与引当金 293 166

役員賞与引当金 19 11

その他 4,485 4,237

流動負債合計 24,201 23,238

固定負債   

繰延税金負債 977 1,029

役員退職慰労引当金 3 4

役員株式給付引当金 66 70

資産除去債務 616 618

その他 1,033 1,039

固定負債合計 2,698 2,761

負債合計 26,899 26,000

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,608 1,608

資本剰余金 1,379 1,379

利益剰余金 16,752 16,975

自己株式 △726 △726

株主資本合計 19,012 19,236

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,466 1,585

退職給付に係る調整累計額 124 96

その他の包括利益累計額合計 1,590 1,682

純資産合計 20,603 20,918

負債純資産合計 47,502 46,918
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 39,209 35,494

売上原価 34,836 31,549

売上総利益 4,373 3,945

販売費及び一般管理費 3,910 3,293

営業利益 462 651

営業外収益   

受取利息 2 1

受取配当金 25 25

その他 2 7

営業外収益合計 30 33

営業外費用   

支払利息 13 8

その他 2 0

営業外費用合計 15 8

経常利益 477 677

特別利益   

固定資産売却益 1 －

特別利益合計 1 －

特別損失   

減損損失 1 －

特別損失合計 1 －

税金等調整前四半期純利益 477 677

法人税等 250 246

四半期純利益 227 430

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 227 430
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益 227 430

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △152 119

退職給付に係る調整額 △4 △27

その他の包括利益合計 △157 91

四半期包括利益 69 522

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 69 522

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 477 677

減価償却費 141 124

減損損失 1 －

有形固定資産売却損益（△は益） △1 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 1

賞与引当金の増減額（△は減少） △171 △126

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △72 △7

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △13 △18

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △5 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 0

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 2 3

返品調整引当金の増減額（△は減少） △40 －

受取利息及び受取配当金 △28 △26

支払利息 13 8

売上債権の増減額（△は増加） 271 △24

棚卸資産の増減額（△は増加） △39 334

仕入債務の増減額（△は減少） △608 △138

その他 388 56

小計 313 865

利息及び配当金の受取額 28 27

利息の支払額 △16 △11

法人税等の支払額 △565 △526

営業活動によるキャッシュ・フロー △240 354

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △468 △14

有形固定資産の売却による収入 3 －

無形固定資産の取得による支出 △107 △36

投資有価証券の取得による支出 △10 △10

その他 16 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △565 △60

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 970 △150

配当金の支払額 △198 △198

自己株式の取得による支出 △0 －

リース債務の返済による支出 △4 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 767 △351

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △39 △57

現金及び現金同等物の期首残高 285 253

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 246 ※ 196
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

 

（追加情報）

（取締役に対する株式報酬制度の導入）

当社及び一部の連結子会社は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。（以下「対象取締

役」という。））の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、対象取締役が株価上昇によるメリットの

みならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献

する意識を高めることを目的として、株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」を導入

しております。

当該信託契約に係る会計処理については「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

 

（１）取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、対象取締役に対して、

当社及び一部の連結子会社の取締役会が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価

で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。

 

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用金額を除く。）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末72百万円、17千

株、当第１四半期連結会計期間末72百万円、17千株であります。
 

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

当社及び連結子会社は、当第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しており

ます。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制

度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対

応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第

42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、下記

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

現金及び預金 246百万円 196百万円

現金及び現金同等物 246百万円 196百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月25日

取締役会
普通株式 207 100.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

（注）2021年５月25日開催の取締役会の決議による配当金の総額には、取締役に対する株式報酬制度に係る信託が保

有する当該株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月24日

取締役会
普通株式 207 100.0 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

（注）2022年５月24日開催の取締役会の決議による配当金の総額には、取締役に対する株式報酬制度に係る信託が保

有する当該株式に対する配当金１百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

 
日用雑貨
事業

不動産賃貸
事業

計

売上高      

顧客との契約から生じる収益 39,122 － 39,122 － 39,122

その他の収益 － 87 87 － 87

外部顧客への売上高 39,122 87 39,209 － 39,209

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 39,122 87 39,209 － 39,209

セグメント利益 483 14 497 △34 462

（注）１．「調整額」の区分は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、報告セグメントに帰属

しない一般管理費です。

２．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

 
日用雑貨
事業

不動産賃貸
事業

計

売上高      

顧客との契約から生じる収益 35,406 － 35,406 － 35,406

その他の収益 － 87 87 － 87

外部顧客への売上高 35,406 87 35,494 － 35,494

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 35,406 87 35,494 － 35,494

セグメント利益 677 8 686 △34 651

（注）１．「調整額」の区分は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、報告セグメントに帰属

しない一般管理費です。

２．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであり

ます。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益 110.51円 209.47円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
227 430

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
227 430

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,054 2,054

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上している「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式を、「１株当

たり四半期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

（前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間　17千株）

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2022年５月24日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　207百万円

（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　100円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　2022年６月30日

（注）2022年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2022年８月５日

 

CBグループマネジメント株式会社  

　取　締　役　会　御中  

 

有限責任監査法人トーマツ  

　　　東　京　事　務　所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 香川　　順

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 郷右近　隆也

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているCBグループマネ

ジメント株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日

から2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、CBグループマネジメント株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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